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増養殖環境課  ⽥井野 清也 
 
 

１ 事 業 の 概 要  
⼤型海藻の衰退現象を⼀般に「磯焼け」と総称しており、全国の沿岸海域で⾒られている。

北海道ではコンブ藻場、本州以南ではアラメやカジメの海中林やホンダワラ類のガラモ場が代

表的な藻場としてあげられ、それらは⿂類などの様々な動物の産卵場、保育場、隠れ場、⽣息

場となっているばかりでなく、海域環境へ果たす役割も⼤きいと考えられている。それら重要

な機能を持つ藻場の衰退は、直接または間接的にその恩恵にあずかっている我々にとっても重

⼤な問題である。現在、磯焼け状態から海藻群落を形成させるために各地で様々な取り組みが

なされており、⾼知県においても平成14年度からウニ類除去による藻場の再⽣を試みている。

これらの取り組みは磯焼け対策ガイドライン1)、⾼知県の藻場と磯焼け対策2)を参考に⾏われて

いる。本事業では、⿊潮町上川⼝地先、⾹南市夜須町⼿結地先、須崎市久通及び池ノ浦地先に

おいてウニ類除去後の海藻群落の遷移状況とウニ類の侵⼊状況を継続的に調査し、ウニ類除去

の効果及び効果の持続期間等を明らかにしようとしている。さらに、平成21年度からは環境・

⽣態系保全活動⽀援事業が開始され、平成23年度は⾹南市、須崎市、中⼟佐町、四万⼗町、⿊

潮町、⼟佐清⽔市において漁業者を中⼼とする九つの活動組織による磯焼け対策が実施されて

いる。 

 

２ ⽬的 
ウニ類除去（平成17〜21年度実施）後のウニ類侵⼊状況及びウニ類の密度と海藻類の繁茂状

況との関係を把握し、ウニ類除去の効果及び効果の持続期間等を検討する。 

 
３ ⽅法 
（１）調査場所 

１）⿊潮町上川⼝地先 
以下の2ヶ所のウニ類除去区でそれぞれ調査を実施した（図１）。 

①平成17年度区：ウニ類除去は平成17年10⽉に緊急磯焼け対策モデル事業において県⽔産振

興課が実施した。3) 

②平成19年度区：ウニ類除去は平成19年8⽉に⽣態系保全活動・調査実証事業の⼀環で⿊潮

町藻場保全推進協議会が実施した。4) 

２）⾹南市夜須町⼿結地先 
図2に⽰した平成21年度区で調査を実施した。ウニ類除去は平成22年１⽉に本事業の⼀環で

県漁業振興課が実施した。5) 
３）須崎市池ノ浦地先 
図3に⽰した平成21年度区で調査を実施した。ウニ類除去は平成21年12⽉に本事業の⼀環で

県漁業振興課が実施した。5) 

４）須崎市久通地先 
図4に⽰した平成21年度区で調査を実施した。ウニ類除去は平成21年11〜12⽉にかけて本事

業の⼀環で県漁業振興課が実施した。5) 
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４ 結果と考察 
（１）⿊潮町上川⼝地先 

上川⼝地先におけるウニ類除去後の追跡調査は平成17年度から継続して実施しているので、

本報告ではそれらの追跡調査結果6-9）をもとに、これまでにウニ類除去を実施した除去区2ヶ所

でのウニ類除去後の海藻群落の遷移状況と底⽣動物の⽣息（侵⼊）状況についてとりまとめた。

なお、当該地先における平成14・15年度除去区における追跡調査は平成22年度で終了した。 

１）平成17年度除去区 
図5に平成17年度除去区におけるウニ類除去後のナガウニ属ウニ⽣息密度の偏差を⽰した。

平成17年度区では除去区の中央に位置するK-17-2の⽣息密度は、平成20年9⽉までは除去前に

⽐べて低密度で推移したが、その後は除去前の密度を上回ることがあった。岸寄りのK-17-1に

おける⽣息密度は、増減を繰り返しながら推移した。沖側のK-17-3は変動が⼤きく、平成18

年２⽉以降は、除去前と⽐べて⾼密度で推移し、対照区のK-17-4と同程度の密度で推移した。 

 
図5 ⿊潮町上川⼝地先の平成17年度区におけるナガウニ属ウニ⽣息密度の偏差 

（除去前のウニ類⽣息密度を０とした） 

 
図6に平成17年度区における海藻類現存量の推移を⽣活型別に⽰した。⼩型⼀年⽣海藻では

⼀定の傾向は認められず、概ね200g wet./m2以下で推移した。なお、平成21年1⽉には対照区

のK-17-4で現存量が急増したが、これは磯焼け域に⽣育するカイメンソウの増加によるもので

ある。 

⼩型多年⽣海藻の現存量は、平成19年11⽉以降はK-17-1で増加傾向にあり、平成22年3⽉に

は1,500g wet./m2程度まで急増した。これらは有節サンゴモ類の増加によるものである。 

⼤型多年⽣海藻類（トゲモク、ホンダワラ属の⼀種、カジメ）は、除去後に増加する傾向が

あり、K-17-1とK-17-2では平成19年１⽉に1,000〜1,500g wet./m2のピークとなった。K-17-3

では平成20年2⽉に1,700g wet./m2程度のピークとなったが、その後は減少傾向となった。平

成21年12⽉の繁茂期には、近傍の平成14、15年除去区ではホンダワラ類及びカジメの衰退が

確認されたが、平成17年度区では300〜900g wet./m2程度でトゲモクの⽣育が確認できた。平

成22年12⽉の繁茂期には、K-17-2とK-17-3では衰退傾向にあったが、K-17-1のトゲモク⽣育

状況は良好で2,500g wet./m2を超えるピークとなった。しかしながら、平成23年12⽉の繁茂

期には同地点のトゲモクは300 g wet./m2程度まで衰退しており、今後の海藻群落の推移を注

意深く⾒ていく必要がある。  
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図6 ⿊潮町上川⼝地先の平成17年度区における⽣活型別の海藻類現存量の推移 

（⽮印はウニ類除去実施時期を⽰す） 
 

２）平成19年度除去区 
図7に平成19年度除去区内外に設置した採取箇所におけるウニ類⽣息密度の偏差を⽰した。

ナガウニ属ウニの⽣息密度は除去区内のK-19-2とK-19-3では除去前と⽐べて低密度で推移し

た。K-19-1では平成22年12⽉には増加に転じたが、平成23年12⽉には除去前の密度程度まで

減少した。対照区のK-19-4では変動が⼤きかった。 

 
図7 ⿊潮町上川⼝地先の平成19年度区におけるウニ類⽣息密度の偏差 

（除去前のウニ類⽣息密度を０とした） 
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図8に試験区内外の採取箇所における海藻類の現存量の推移を⽣活型別に⽰した。⼩型⼀年

⽣海藻は除去後の平成19年12⽉から増加し始め、平成20年2⽉には除去区の中央部のK-19-2

と沖側のK-19-3で⼩型紅藻類が、それぞれ1,122.4g wet./m2、818.2g wet./m2まで急増した。

その後は低⽔準で推移したが、平成22年3⽉には最⼤で250g wet./m2程度まで、平成23年12

⽉には最⼤で220g wet./m2程度まで増加した。 

⼩型多年⽣海藻は、除去後から平成21年1⽉にかけて現存量に⼤きな変化は認められなかっ

たが、平成22年3⽉には350〜650g wet./m2程度まで増加した。これは有節サンゴモ類の増加

によるものであった。 

⼤型多年⽣海藻類は、試験区内でホンダワラ属の⼀種とトゲモクの2種類が確認された。こ

れら両種の繁茂期に当たる平成19年12⽉にK-19-1とK-19-3には、それぞれ148.8g wet./m2、

307.8g wet./m2となった。平成20年9⽉から平成21年1⽉にはホンダワラ類は衰退したが、平

成21年12⽉の繁茂期には岸寄りのK-19-1で700g wet./m2程度まで増加し、平成22年12⽉の繁

茂期にはK-19-1とK-19-2でそれぞれ631.3g wet./m2、391.5g wet./m2となった。平成23年12

⽉の繁茂期にはK-19-1では昨年と⽐べて減少傾向にあったが、K-19-2では726.2g wet./m2ま

で増加し、過去最⼤となった。⼀⽅、トゲモク群落の広がりはウニ除去区の外にも拡⼤し、こ

れまで⼤型海藻類がほとんど⾒られなかった対照区のK-19-4でもトゲモクが222.1g wet./m2

⽣育するようになった。 

当該除去区は漁業者による素潜り除去によってトゲモク群落が形成され、平成23年12⽉にお

いても群落が拡⼤傾向にあることから、現在県内各地で実施されている環境・⽣態系保全活動

に先⾏する成功事例と⾔える。なお、⿊潮町地先では、平成21年度から「環境・⽣態系保全活

動⽀援事業」の⼀環で同町⽥野浦地先に現存するカジメ場内に発⽣したウニ焼け域において漁

業者が素潜りでウニ類除去を⾏って、藻場の保全活動を実施している。さらに、平成22年度か

らは上川⼝地先でも同様のウニ類除去を継続的に実施している。 
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図8 ⿊潮町上川⼝地先の平成19年度区における⽣活型別の海藻類現存量の推移 

⽮印はウニ類除去実施時期を⽰す 

 
（２）⾹南市夜須町⼿結地先 

⼿結地先のウニ類除去区内外に設置した観察箇所におけるウニ類⽣息密度の偏差を図9に⽰

した。 

試験区内のタワシウニ⽣息密度は、除去後には沖側のT-21-3では低密度で推移したが、岸寄

りのT-21-1と中⼼のT-21-2では⼤きな変化は無かった。ムラサキウニはT-21-1では除去後に低

密度で推移したが、平成23年12⽉には⼀時的に除去前の密度を⼤きく上回った。沖側のT-21-3

では除去前後に⼤きな変化は無かった。ナガウニ属ウニは、除去後の平成22年2⽉には低密度

となったが、平成22年12⽉にはT-21-3で、23年3⽉にはT-21-2で除去前の⽣息密度を上回った。

対照区のT-21-4は変動が⼤きく、平成24年2⽉には⾮常に⾼密度となった。 
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図9 ⾹南市⼿結地先（平成21年度区）におけるウニ類⽣息密度の偏差 

（除去前のウニ類⽣息密度を０とした） 
 

図10に試験区内外に設置した採取箇所における海藻類の現存量の推移を⽣活型別に⽰した。

⼩型⼀年⽣海藻の現存量は、除去後の平成22年2⽉には除去区内でフクロノリとカゴメノリが

1,050.2〜1,846.8 g wet./m2まで急増したが、除去区外のT-21-4では変化は⾒られなかった。

その後、除去区内のT-21-1〜3は98.2〜1,342.2 g wet./m2の間を推移した。 

⼩型多年⽣海藻は除去後に⼤きな増加は無かったが、平成23年3⽉にはT-21-1でマクサが

345.8 g wet./m2まで増加した。平成23年12⽉以降のT-21-3での⼩型多年⽣海藻の増加は、有

節サンゴモ類のヘリトリカニノテとピリヒバの増加によるものである。 

⼤型多年⽣海藻類では、平成22年2⽉にはウニ類除去後に設置したトゲモクのスポアバッグ

の周囲でトゲモク幼体を確認できたが、その後12⽉調査時には消失した。それ以外の⼤型多年

⽣海藻は調査期間中に全く出現することがなかった。 

⼿結地先においては漁業者によるウニ類除去区（1ha）が隣接して設置され、平成21年から

ウニ類除去、ホンダワラ類のスポアバッグの設置、イカ籠を使った⿂類除去を継続的に実施し

ており、テングサ類が増加傾向にある。 
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図10 ⾹南市⼿結地先（平成21年度区）における⽣活型別の海藻類現存量の推移 

（⽮印はウニ類除去実施時期を⽰す） 

 

（３）須崎市池ノ浦地先 
池ノ浦地先のウニ類除去区内外に設置した観察箇所におけるウニ類⽣息密度の偏差を図11

に⽰した。なお、当該地先でのウニ類除去はタワシウニを除外したため、ムラサキウニとナガ

ウニ属ウニの⽣息密度の推移について述べる。 

試験区内のムラサキウニ⽣息密度は除去前においても0〜3個体／m2と低く、除去後に⼤きな

変化は無かった。ナガウニ属ウニは、除去後の平成22年2⽉〜24年2⽉にかけて低密度で推移

し、ウニ類の再侵⼊は認められない。 
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図11 須崎市池ノ浦地先（平成21年度区）におけるウニ類⽣息密度の偏差 

（除去前のウニ類⽣息密度を０とした） 

 

図 12 に試験区内外に設置した採取箇所における海藻類の現存量の推移を⽣活型別に⽰した。

⼩型⼀年⽣海藻の現存量は、除去後の平成 22 年 2 ⽉には除去区内でフクロノリ、ヒメモサズ

キ、イバラノリが増加し、除去区中⼼の I-21-2 では 545.9 g wet./m2 に達した。その後平成

24 年 2 ⽉まで I-21-1 と I-21-2 では 41.1〜310.1 g wet./m2 の間を推移した。 

⼩型多年⽣海藻は、I-21-1では平成23年3⽉には有節サンゴモ類のピリヒバの増加により

787.5 g wet./m2となり、除去後にI-21-1とI-21-2で漸増傾向にある。 

⼤型多年⽣海藻類は、平成22年2⽉にはウニ類除去後に設置したトゲモクのスポアバッグの

周囲でトゲモク幼体を多数確認したが、平成22年12⽉調査時には⾒られなかった。平成23年3

⽉には近傍に⽣育するツクシモク幼体を多数確認したが、群落形成には⾄っていない。今後も

スポアバッグによる幼胚供給を継続し、ガラモ場形成を⽬指す予定である。 

池ノ浦地先においても漁業者によるウニ類除去区（0.72ha）が設置され、平成21年から磯焼

け対策が継続的に実施されている。ウニ類除去とツクシモクのスポアバッグによって、ガラモ

場が形成され始めている。 
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図12 須崎市池ノ浦地先（平成21年度区）における⽣活型別の海藻類現存量の推移 

（⽮印はウニ類除去実施時期を⽰す） 

 
（４）須崎市久通地先 

久通地先のウニ類除去区内外に設置した観察箇所におけるウニ類⽣息密度の偏差を図13に

⽰した。なお、当該地先でのウニ類除去はタワシウニを除外したため、ムラサキウニとナガウ

ニ属ウニの⽣息密度の推移について述べる。 

試験区内のムラサキウニ⽣息密度は除去前においても0〜2個体／m2と極めて低く、除去後に

⼤きな変化は無かった。ナガウニ属ウニは、除去後の平成22年2⽉〜24年2⽉にかけて低密度

で推移し、特にKU-21-1では除去前と⽐べて35個体以上低い状態が継続された。 

図14に試験区内外に設置した採取箇所における海藻類の現存量の推移を⽣活型別に⽰した。

⼩型⼀年⽣海藻の現存量は除去後に増加傾向にあり、平成22年2⽉には岸寄りのKU-21-1でヒ

メ モ サ ズ キ の 増 加 で 666.2 g wet./m2 と な り 、 平 成 23年 3⽉ に は KU-21-1と 除 去 区 中 ⼼ の

KU-21-2でフクロノリとヒメモサズキの増加により700〜1,400 g wet./m2に達した。 

⼩型多年⽣海藻は⼤きな変化は⾒られなかったが、マクサが漸増傾向にあった。 

⼤型多年⽣海藻類は除去前には⾒られなかったが、除去後の平成22年2⽉にはKU-21-1と

KU-21-2でツクシモクとキレバモクの幼体が観察されるようになり、それらの繁茂期に当たる

平成22年7⽉には100〜600 g wet./m2まで増加した。平成23年6⽉にはツクシモクとキレバモ

クがKU-21-1で4,992.2 g wet./m2となり広範囲にガラモ場が形成された。平成24年2⽉にもホ

ンダワラ類の幼体が⾼密度かつ広範囲で観察されており、ガラモ場の拡⼤が期待できる。 

久通地先では久通漁港内と港東側に漁業者によるウニ類除去区が設置され、平成19年から磯

焼け対策が継続的に実施されている。10,11)ここではツクシモクを主体とするガラモ場がこれま

でに約1ha形成されている。 
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図13 須崎市久通地先（平成21年度区）におけるウニ類⽣息密度の偏差 

（除去前のウニ類⽣息密度を０とした） 
 

 
図14 須崎市久通地先（平成21年度区）における⽣活型別の海藻類現存量の推移 

（⽮印はウニ類除去実施時期を⽰す） 
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